
し能力が低下した機器を計画的に更新し、安全な水の安定的な供給に努める。
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
我孫子市水道事業基本計画に基づき浄水場施設の更新を行う。 ・湖北台浄水場高度浄水処理設備No.2オゾン発生機更新工事(5～3月)・湖北台浄水場高度浄水処理設備No.2

オゾン接触槽散気筒更新工事(1～3月)・久寺家浄水場プロセスコントローラ盤信号入出力基板等更新工事(8
当該年度 ～2月)・湖北台浄水場系取水井遠方監視制御設備更新工事(4～3月)
執行計画

(3)事業内容 内　　容

設備機器更新工事と実施設計業務の件数 想定値 4当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 6

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 浄水場の設備機器更新を行う 直接 設備機器更新工事の進捗率 ％ 100 100

令和 3年度 浄水場設備機器の更新を計画的に実施する。 直接 計画に対する機器更新工事の進捗率 ％ 100

令和 4年度 常に効率的、経済的に運転ができるよう施設整備を行う。 直接 計画に対する機器更新工事の進捗率 ％ 100

本事業は、既存施設を稼動させながら実施する事業である。作業に伴い断水及び赤水などで、市民生活に影響を与えぬよう行う
(7)事業実施上の課題と対応 必要がある。そのため、事前調査及び実施計画をたて事業を実施する。また、施工業者の選定においても実績や技術力及び施工 代替案検討 ○有 ●無

方法なども考慮する必要がある。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

妻子原浄水場送水 40,700 湖北台浄水場高度浄水処理設備 279,565 0 設備更新 設備更新
　　　　ポンプインバータ盤更新工事         No.2オゾン発生機更新工事 　　妻子原浄水場 30,756 　　妻子原浄水場 254,760
妻子原浄水場直流電源装置盤更新工事 40,700 湖北台浄水場高度浄水処理設備 1,870 1,166 　　湖北台浄水場 418,088 　　湖北台浄水場 103,532
妻子原浄水場配水池水位計交換工事 1,617     No.2オゾン接触槽散気筒更新工事 　　久寺家浄水場 23,859 　　久寺家浄水場 52,800
妻子原浄水場管理棟地下ピット 179,927 久寺家浄水場プロセスコントローラ盤 9,900 8,800 　　実施設計業務 16,989 　　実施設計業務 29,167
　　　　　　　　及び浄水池改修工事          信号入出力基板等更新工事
湖北台浄水場無停電電源装置 3,080 湖北台浄水場系取水井 214,500 214,500

実施内容 　　　　　　　　　　蓄電池交換工事  遠方監視制御設備更新工事【継続費】
湖北台浄水場直流電源装置 3,850 湖北台浄水場着水井及び高度浄水処理

(8)施行事項
費　　用 　　　　　　　　　　蓄電池交換工事 施設オゾン接触槽等改修工事（繰越分） 129,107 129,107

湖北台浄水場系取水井 286,000 妻子原浄水場管理棟地下ピット
遠方監視制御設備更新工事【継続費】 及び浄水池改修工事（繰越分） 219,582 219,582
湖北台浄水場No.1真空ポンプ更新工事 770
湖北台浄水場着水井及び高度浄水 123,343
　　処理施設オゾン接触槽等改修工事
久寺家浄水場4号配水 48,400
　　　　ポンプインバータ盤更新工事
湖北台浄水場系取水井 17,367
　遠方監視制御設備更新工事実施設計

予算(決算)額 合　　計 745,754 合　　計 854,524 573,155 合　　計 489,692 合　　計 440,259
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 745,754 854,524 573,155 489,692 440,259

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.56 0.56 0.56 0.56 0
正職員人件費 4,928 4,872 4,872 4,872 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 750,682 859,396 578,027 494,564 440,259
(11)単位費用

68,243.82千円／件 214,849千円／件 96,337.83
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

水道施設は市民の日常生活に直結し、施設の不具合は市民生活に大きな影響を与えることになる。これら水道施設の維持 ●①事前確認での想定どおり
管理については、水道法（責務）第2条及び（施設基準）第5条で規定されてる。本事業で実施するものは、耐用年数の経 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 過、機器の劣化状況、部品の調達の有無、修繕を行ったが機器性能が回復しないなどの理由から機器の更新を行うもので ○要
   背景は？(事業の必要性) ある。本事業を実施することにより、施設機器の性能が回復し水道水を安定的に供給することができる。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

水の安定供給には、計画的な設備更新が必要なため

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道法に地方公共団体は水道施設の適正かつ合理的な使用に

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 関し必要な対策を講じなければならないと規定されているた
□その他 　促進された め

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

№２オゾン発生機更新工事が新型コロナウイルスの影響により繰越事業となった
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 85 85

ため
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 859,396 △108,714 578,027 67.26
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

№２オゾン発生機更新工事が新型コロナウイルスの影響により繰越事業
となったため

△14.48

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.01

％ 10万円 0.01 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
水の安定供給には計画的な設備更新が必要なため、今後も計画的に推進していく

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 892 課コード 0902 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・工務課

個別事業 浄水場施設の更新業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.56 人）
(1)事業概要

(当　初) 859,396 千円 (うち人件費 4,872 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施設 浄水場施設の耐用年数が経過



率化と安全な水の安定供給を図ると共に市民サービスの向上を図る。
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
浄水場設備運転及び維持管理業務等の包括的民間委託 ・浄水場運転及び巡回（通年）・燃料タンク検査（6月）・着水井清掃（奇数月）・洗浄排水槽清掃（9月、
１．浄水場運転監視操作業務及び巡回点検業務 3月）・除草（3回/年）・管理棟清掃（2回/年）・植木剪定（9月～1月）・オゾン槽清掃（1～3月）・仮設
２．電気機械設備機器年次保守点検及び設備維持管理業務 当該年度 電源（10,12,2月）・原水ポンプ修繕（7～1月）・配水ポンプ整備（7月～10月）・小修繕（通年）・水質監
３．施設管理業務 執行計画 視装置保守（4回/年）・工業計器保守（7月）・LCD保守（9月）・インバータ保守（9月）・次亜注入設備保

(3)事業内容 内　　容 ４．薬品管理業務 守（7月）・直流電源等保守（11月）・残塩計保守（7月）・発電機保守（9月）・高度処理保守（7月）・活
５．水質管理業務 性炭再生（5～7月）・消防設備保守（9,3月）・次亜購入（通年）

業務実施件数 想定値 24当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 24

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 安全でおいしい水の安定供給 直接 浄水場における不具合修理件数／浄水場における不具合発見件数 ％ 100 100

令和 3年度 安全でおいしい水の安定供給 直接 浄水場における不具合修理件数／浄水場における不具合発見件数 ％ 100

令和 4年度 安全でおいしい水の安定供給 直接 浄水場における不具合修理件数／浄水場における不具合発見件数 ％ 100

一括して業務を発注した効果がどのような結果になるかを注視したい。また、不具合の対応についても市民生活に支障の無いよ
(7)事業実施上の課題と対応 う対応できているか注視していきたい。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

高度浄水処理設備活性炭購入 1,760 浄水場運転及び巡回（水質管理含む） 83,974 83,974 浄水場系包括委託業務 180,548 浄水場系包括委託業務 163,028
浄水場設備運転及び巡回点検業務 67,580 燃料タンク検査 240 240 　債務負担(R2～R6) 　債務負担(R2～R6)
燃料タンク耐圧検査業務 275 着水井・洗浄排水槽・オゾン槽清掃 7,243 6,116
停電作業に伴う仮設電源 809 除草・管理棟清掃・植木剪定 4,686 4,620
高度浄水処理設備部品交換 770 仮設電源 870 863
配水ポンプ整備 5,060 原水ポンプ・配水ポンプ整備 28,050 26,180
修繕業務 3,300 小修繕 5,500 5,500

実施内容 末端圧力局テレメータ 1,045 水質監視装置保守 1,740 1,733
及び直流電源装置保守点検 工業計器保守 6,600 5,830

(8)施行事項
費　　用 末端圧力局圧力伝送装置保守 902 LCD保守 5,390 5,390

湖北台浄水場非常用発電機保守点検 2,057 インバータ保守 2,720 2,717
妻子原浄水場非常用発電機保守点検 13,750 次亜注入設備保守 10,960 10,956
次亜塩素注入設備保守点検 1,210 直流電源等保守 1,530 1,529
高度浄水処理設備保守点検 4,620 残塩計保守 550 495
残留塩素計保守点検 495 発電機保守 15,960 15,960
次亜塩素酸ナトリウム購入 1,815 高度処理保守 40,700 34,802
上記全て債務負担（H27～H31) 活性炭再生 21,065 16,500

消防設備保守 280 280
次亜購入 3,070 1,815
上記全て債務負担(R2～R6)

予算(決算)額 合　　計 105,448 合　　計 241,128 225,500 合　　計 180,548 合　　計 163,028
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 105,448 241,128 225,500 180,548 163,028

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.56 0.56 0.56 0.56 0
正職員人件費 4,928 4,872 4,872 4,872 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 110,376 246,000 230,372 185,420 163,028
(11)単位費用

7,358.4千円／件 10,250千円／件 9,598.83
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

本業務については、妻子原浄水場から湖北台浄水場及び久寺家浄水場の設備運転及び維持管理業務を一括して、民間会社 ●①事前確認での想定どおり
に委託を行い事業費削減効果がでた。この業務は水道施設における基幹業務として進めていく。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

浄水場の運転は２４時間３６５日継続して行う必要があるため

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道法で、施設の維持管理は地方公共団体の責務となってい

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 るため市が実施した。包括業務委託の業務実施内容は業務要
□その他 　促進された 求水準書を提示し、プロポーザル方式による業者選定を行っ

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した た。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正な残留塩素濃度管理や末端圧力管理を行い、安全な水を安定的に供給した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 246,000 △135,624 230,372 93.65
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△122.87

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.04

％ 10万円 0.04 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
水道事業運営の効率化と安全な水の安定供給のため欠かせない事業である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 893 課コード 0902 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・工務課

個別事業 浄水場系包括委託業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.56 人）
(1)事業概要

(当　初) 246,000 千円 (うち人件費 4,872 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施設 包括委託により事業運営の効



水源の安定確保や施設 経年劣化が進んでいる水道管路施設の計画的な更新を実施することにより耐震性に優れた水道管路網を構築
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的 し、更に安心・安全で安定した水供給が可能となる強固な水道施設運用を確立する。
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
経年劣化管路（配水管）を耐震･耐食性に優れた管材に布設替えし、地震災害に強い管路網を構築する。管 経年劣化管路（配水管）の更新･改良工事を「我孫子市水道事業基本計画（平成31年3月策定）」に基づき実
路耐震化及び老朽管更新にあたっては「水道管路網総合評価（耐震・重要度）」で学術的に評価した管網解 施する。
析を基礎データとした「我孫子市水道管路耐震化計画（平成27年3月策定)」を踏まえ、現状の課題（更新継 当該年度 ①根戸　②船戸　③白山　④つくし野　⑤古戸　⑥他事業関連
続・漏水調査・老朽塩ビ管・鉛製給水管・管網見直し）を総括し将来の方向性を定めた「我孫子市水道事業 執行計画 全10工区　施工総延長　L=5,399m

(3)事業内容 内　　容 基本計画（平成31年3月策定）」に基づき計画する。

耐震管布設替え延長距離（ｍ） 想定値 5,399当該年度
単位 ｍ

活動結果指標 実績値 5,348

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 経年劣化管路（配水管）を耐震･耐食性に優れた管材に布設替えし、地震災害に強い管路網を構築する。 直接 経年劣化管路・更新布設替延長距離（ｍ） ｍ 5,473 5,399

令和 3年度 経年劣化管路（配水管）を耐震･耐食性に優れた管材に布設替えし、地震災害に強い管路網を構築する。 直接 経年劣化管路・更新布設替延長距離（ｍ） ｍ 5,000

令和 4年度 経年劣化管路（配水管）を耐震･耐食性に優れた管材に布設替えし、地震災害に強い管路網を構築する。 直接 経年劣化管路・更新布設替延長距離（ｍ） ｍ 5,000

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

経年配水管路更新・耐震化工事 486,200 経年配水管路更新・耐震化工事 458,750 434,137 経年配水管路更新・耐震化工事 経年配水管路更新・耐震化工事
水道管路工事実施設計業務委託 26,070 水道管路工事実施設計業務委託 29,040 20,768 水道管路工事実施設計業務委託 水道管路工事実施設計業務委託

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 512,270 合　　計 487,790 454,905 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 88.7 ％ 0 403,500 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 512,270 487,790 51,405 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.41 1.41 1.41 1.41 0
正職員人件費 12,408 12,267 12,267 12,267 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 524,678 500,057 467,172 12,267 0
(11)単位費用

95.87千円／ｍ 92.62千円／ｍ 87.35
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

ライフラインとして重要である水道管路施設は、法的及び学術的指針による更新時期（布設後30～40年程度経過）を迎え ●①事前確認での想定どおり
る管路が年々増加し老朽化しており、大規模漏水など甚大な事故発生も懸念されることから、計画的かつ早急に更新を行 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ うことが急務であるとともに更新実施時点で最も耐震性に優れた管材を使用することにより、地震に強い水道管路網を構 ○要
   背景は？(事業の必要性) 築することが出来る。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

概ね、計画どおりの施行であった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道供給事業が計画的に施行する事業であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 工事で発生する廃材（土砂・路盤材・アスファルト合材）の 全ての工事で「建設リサイクル法」「資材有効利用促進法」 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 再生資源化及び再利用を進めている。 等の諸法令に基づき、現場から発生する廃材（土砂・路盤材 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している ・アスファルト合材）を再資源化及び再利用するよう指導監

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している 督した。 ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(ｍ) 目標値(b)(ｍ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ｍ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5,473 5,399 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

概ね、計画どおりの施行であった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5,348 99.06
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 500,057 24,621 467,172 93.42
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

4.69

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.08

ｍ 10万円 1.14 105.56

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
水の安定供給には経年劣化管路の計画的な更新（布設替え）が必要であることから、事業の優先度は高く現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 895 課コード 0902 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 施設の耐震化と水運用機能の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・工務課

個別事業 経年劣化水道管路の更新改良･耐震化 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.41 人）
(1)事業概要

(当　初) 500,057 千円 (うち人件費 12,267 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、



しい水道水を供給する。
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
水質検査計画に基づき、適正に水質検査を実施すると共に洗管作業により市内の水質管理を行う。 １．定期水質検査（毎月１回）
また、水道水への様々なリスクに対し安全性を高めるため水安全計画を運用する。 ２．ダイオキシン類水質検査（８月）

当該年度 ３．放射能水質検査（毎月１回）
執行計画 ４．臨時水質検査（随時）

(3)事業内容 内　　容 ５．水安全計画運用（通年）

水質検査計画に基づく水質検査実施率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 安心しておいしく飲める水道水の供給 直接 水質基準適合率 ％ 100 100

令和 3年度 安心しておいしく飲める水道水の供給 直接 水質基準適合率 ％ 100

令和 4年度 安心しておいしく飲める水道水の供給 直接 水質基準適合率 ％ 100

安心しておいしく飲める水道水の供給のために水道法等の遵守に努めるとともに、水道法等の改正による水質基準項目の変更に
(7)事業実施上の課題と対応 も適正に対応していく必要がある。また、水安全計画の策定を厚生労働省が推奨していることから作成する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

定期水質検査 定期水質検査 定期水質検査 3,396 定期水質検査 3,396
「法」浄水基準項目全項目（51項目） 2,370 「法」浄水基準項目全項目（51項目） 2,391 2,391 臨時水質検査 327 ダイオキシン類検査 147
「法」毎月検査項目9項目（浄水） 367 「法」毎月検査項目9項目 370 370 放射性物質測定検査 66 臨時水質検査 327
「任」指定原水41項目 86 「任」指定原水41項目 88 87 水安全計画運用 0 放射性物質測定検査 66
「任」指定原水12項目 41 「任」指定原水12項目 42 41 水安全計画運用 0
「任」指定原水29項目 84 「任」指定原水27項目 81 68
「任」指定原水3項目 39 「任」指定原水3項目 39 39

実施内容 「法」+「任」指定浄水67項目 293 「法」+「任」指定浄水67項目 296 296
「法」+「任」指定浄水10項目 89 「法」+「任」指定浄水10項目 89 89

(8)施行事項
費　　用 臨時水質検査 327 ダイオキシン類検査 147 99

放射性物質測定検査 66 放射性物質測定検査 66 66
水質管理洗管作業 2,031 臨時水質検査 327 0
水安全計画運用 0 水安全計画運用 0 0

PFOS・PFOA検査 92

予算(決算)額 合　　計 5,793 合　　計 3,936 3,638 合　　計 3,789 合　　計 3,936
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 5,793 3,936 3,638 3,789 3,936

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.46 0.46 0.46 0.46 0
正職員人件費 4,048 4,002 4,002 4,002 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,841 7,938 7,640 7,791 3,936
(11)単位費用

98.41千円／％ 79.38千円／％ 76.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・水道法第２０条により、定期及び臨時の水質検査が義務付けられている。 ●①事前確認での想定どおり
・水道水の水質管理は、水道事業の根本である水道水の安全性を担保する重要な業務であり、実施は必須である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・我孫子市水道事業中期計画において策定済みである。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

水質検査は水道法により義務付けられているため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道事業者は、水道法第２０条及び水道法施行規則第１５条

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 により定期及び臨時の水質検査を行わなければならないとさ
□その他 　促進された れているため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

水質検査計画に沿って水質検査を実施したため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,938 1,903 7,640 96.25
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

19.34

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.26

％ 10万円 1.31 103.97

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
水質検査は水道法により義務付けられているため事業を継続していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 899 課コード 0902 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・工務課

個別事業 水質管理業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.46 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,938 千円 (うち人件費 4,002 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施設 適正な水質管理のもと、安全・快適でおい



による水道管の新設・切廻工事を、要綱及び仕様書に基づき
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的 局職員が指導及び検査し、水道施設の品質を保つことを目的とする。
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
市施行の公共施設工事（下水道・治水等）に伴う水道管路切廻工事や、民間事業者が行う宅地開発・造成に 企業者自己施行による水道管路工事の許認可,指導監督,検査,施設譲渡業務を「我孫子市水道配水管自己施
伴う水道管路新設・切廻工事など起因者が自己の発注により施行する水道管路工事の審査,許認可,指導監督 行工事に関する要綱（平成26年3月31日（水）告示第1号）」により実施する。
,検査,施設譲渡業務を「我孫子市水道配水管自己施行工事に関する要綱（平成26年3月31日（水）告示第1号 当該年度 年間施行申請件数(想定)：全15件
）」により実施する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

自己施行工事の審査,許認可,指導監督,検査,施設譲渡業務を適正に実 想定値 15当該年度
施した件数 単位 件

活動結果指標 実績値 120

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 自己施行工事による水道施設の適正な品質確保。 直接 適正に審査・指導・検査を実施した件数 件 15 15

令和 3年度 自己施行工事による水道施設の適正な品質確保。 直接 適正に審査・指導・検査を実施した件数 件 15

令和 4年度 自己施行工事による水道施設の適正な品質確保。 直接 適正に審査・指導・検査を実施した件数 件 15

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

計図書審査･工事施工指導･検査業務・施 設計審査,施工指導,検査･施設譲受業務 計図書審査･工事施工指導･検査業務・施 計図書審査･工事施工指導･検査業務・施

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.56 0.56 0.56 0.56 0
正職員人件費 4,928 4,872 4,872 4,872 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,928 4,872 4,872 4,872 0
(11)単位費用

328.53千円／件 324.8千円／件 406
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

事業者・企業者が自らの施行による上水道配水管路敷設を行う場合,我孫子市水道配水管自己施行工事に関する要綱及び ●①事前確認での想定どおり
仕様書に基づき,工事実施に伴う事前相談･指導を実施し,工事施工申請後、設計審査・占用事務・承認許可・工事指導・ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 検査,施設譲渡等の業務を行う必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

概ね想定どおりの件数であった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道局以外が施行する水道管路施設工事(新設・布設替え)の

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 指導監督は、施設を運用管理している水道事業者が実施する
□その他 　促進された ことが必要であるため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 工事で発生する廃材（土砂・路盤材・アスファルト合材）の 全ての工事で「建設リサイクル法」「資材有効利用促進法」 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 再生資源化及び再利用の促進を指導している。 等の諸法令に基づき、現場から発生する廃材(土砂・路盤材 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している ・アスファルト合材）を再生資源化及び再利用するよう施行

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している 業者に指導監督した。 ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
15 15 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

実績値は申請・承認件数であり、これは景気の状況や民間事業者の事情による減
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 12 80

と推定する。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,872 56 4,872 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 景気の状況や民間事業者の事情により件数が減となった

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 と推定する。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.31

件 10万円 0.25 80.65

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
自己施行工事の品質確保のため、適正な指導・検査は不可欠であることから事業の優先度は高く現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 904 課コード 0902 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・工務課

個別事業 配水管路自己施行工事の指導・検査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.56 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,872 千円 (うち人件費 4,872 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施設 市施行の公共施設整備事業や民間宅地開発事業



管新設・拡張整備により水道未普及地区の解消を図る。
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
水道未普及地区解消を目指し未供給世帯個々の要望や状況を確認の上、水道局が配水管路新設・拡張整備を 早期実施と判断した水道供給要望に伴う管路工事を実施し、水道管路網拡張を図る。
行うことにより水道利用を促進し、普及率の向上を図る。 ①布設要望（早期実施判断箇所）　

当該年度 全1工区　施工総延長　L=50m
執行計画

(3)事業内容 内　　容

配水管新設延長距離（ｍ） 想定値 50当該年度
単位 ｍ

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 配水管新設・拡張整備工事を実施する。 直接 配水管新設延長距離（ｍ） ｍ 500 50

令和 3年度 配水管新設・拡張整備工事を実施する。 直接 配水管新設延長距離（ｍ） ｍ 50

令和 4年度 配水管新設・拡張整備工事を実施する。 直接 配水管新設延長距離（ｍ） ｍ 50

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

配水管新設・拡張整備工事(L=500m) 45,000 配水管新設・拡張整備工事(L=50m) 5,000 配水管新設・拡張整備工事 配水管新設・拡張整備工事

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 45,000 合　　計 5,000 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 45,000 5,000 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.86 0.86 0.86 0.86 0
正職員人件費 7,568 7,482 7,482 7,482 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 52,568 12,482 7,482 7,482 0
(11)単位費用

105.14千円／ｍ 249.64千円／ｍ 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

水道未普及地区解消を目指し未供給世帯個々の要望・状況を確認の上,配水管路新設・拡張整備を行うことにより水道利 ●①事前確認での想定どおり
用を促進し、普及率向上を図る。水道普及は水道法による事業者の義務である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

緊急事案に対応するため、引き続き必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 需要者の要望を精査し、水道供給事業体が自ら実施する事業

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 のため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 工事で発生する廃材（土砂・路盤材・アスファルト合材）の 該当なし。 ○①想定どおり
□②生き物と共存している 再生資源化及び再利用を進めている。 ●②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 緊急的な年度内対応箇所が無かったため。 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(ｍ) 目標値(b)(ｍ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ｍ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
500 50 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

緊急的な年度内対応案件が無かったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,482 40,086 7,482 59.94
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 緊急的な年度内対応箇所が無かったため。 ●不要

緊急的な年度内対応箇所が無かったため。

76.26

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 緊急的な年度内対応案件が無かったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.4

ｍ 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
需要者の要望事由（都市開発・井戸不良等）を精査し、未普及地区へ水道管路施設整備を実施する事業のため優先度は高く現状どおり推進して
いく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 906 課コード 0902 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 水道未普及地区の解消 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・工務課

個別事業 配水管路の新設・拡張整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.86 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,482 千円 (うち人件費 7,482 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施設 配水



設 大規模事故を引き起こすことも危惧されるとともに水道経営にも悪影響を及ぼす一因ともなっている無収水
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的 量となる漏水を防止することにより資源消費の節約と有収率の向上を図る。
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
水道管路,水道管路付属施設,消火栓等の修繕工事の施工,工事監督,断水対策,その他漏水修繕に係る事務処 水道管路施設,消火栓等に漏水等作動不良が発生した場合,速やかに対応し施設の維持管理と水の有効利用に
理を実施する。 努める。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

維持修繕工事件数 想定値 50当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 38

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 水道管路施設,消火栓等に漏水等作動不良発生時に迅速な処理を実施する。 直接 維持修繕工事件数 件 50 50

令和 3年度 水道管路施設,消火栓等に漏水等作動不良発生時に迅速な処理を実施する。 直接 維持修繕工事件数 件 50

令和 4年度 水道管路施設,消火栓等に漏水等作動不良発生時に迅速な処理を実施する。 直接 維持修繕工事件数 件 50

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

路施設漏水等緊急修繕工事（30件） 15,000 管路施設漏水等緊急修繕工事(30件) 15,000 23,664 管路施設漏水等緊急修繕工事 管路施設漏水等緊急修繕工事
消火栓故障緊急修繕工事(20件) 5,000 消火栓故障緊急修繕工事(20件) 5,000 2,406 消火栓故障緊急修繕工事 消火栓故障緊急修繕工事

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 20,000 合　　計 20,000 26,070 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 20,000 20,000 26,070 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.51 0.51 0.51 0.51 0
正職員人件費 4,488 4,437 4,437 4,437 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 24,488 24,437 30,507 4,437 0
(11)単位費用

489.76千円／件 488.74千円／件 802.82
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

水の有効利用を図るため,速やかな水道管路等の維持修繕に努める。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

修繕対応は件数の多少はあるが対応は必須のため、必要性は大きい。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 適切な施設管理や突発的な事故の迅速的対応は、運用管理し

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ている水道事業体が実施することが必然であるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 工事で発生する廃材（土砂・路盤材・アスファルト合材）の 全ての修繕工事で「建設リサイクル法」「資材有効利用促進 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 再生資源化及び再利用を進めている。 法」等の諸法令に基づき、現場から発生する廃材（土砂・路 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 盤材・アスファルト合材）を再資源化及び再利用するよう指

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している 導監督した。 ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
50 50 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

老朽管更新事業により、漏水頻度が低減した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 36 138.89
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ●③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 24,437 51 30,507 124.84
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 管口径および漏水規模が大きい修繕事案があり、 ●不要

修繕件数は減少したが基幹管路で漏水規模が大きく、緊急工事としたた これを緊急対応としたため、費用が増大し削減す
め費用が増大した。 るのは困難であった。

0.21

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 修繕件数は減少したが、基幹管路で漏水規模が大きい修

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 繕があったため、想定以上に費用を要した。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.2

件 10万円 0.12 166.67

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
水の安定供給には適切な施設管理や突発的な事故(漏水・濁水）対応が必要であることから事業の優先度は高く、現状どおり維持していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 907 課コード 0902 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 資源消費の節約と環境負荷の低減 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・工務課

個別事業 水道管路施設維持修繕 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.51 人）
(1)事業概要

(当　初) 24,437 千円 (うち人件費 4,437 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施



タベース化して管理する。
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
水道局発注工事により更新された管路に関するデータを管路情報管理システムに登録し、管路情報を最新の 配水管の更新工事（改良・拡張・基幹）総延長分のデータ更新を随時実施する。
データに維持管理する。 L=改良5,399m+拡張50m+基幹0m=5,449m

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

データ更新距離（ｍ） 想定値 5,449当該年度
単位 ｍ

活動結果指標 実績値 5,348

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 配水管の更新工事（改良・拡張・基幹）総延長分のデータ更新を随時実施する。 直接 データ更新距離（ｍ） ｍ 5,973 5,449

令和 3年度 配水管の更新工事（改良・拡張・基幹）総延長分のデータ更新を随時実施する。 直接 データ更新距離（ｍ） ｍ 5,000

令和 4年度 配水管の更新工事（改良・拡張・基幹）総延長分のデータ更新を随時実施する。 直接 データ更新距離（ｍ） ｍ 5,000

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

データ更新 5,343 データ更新 6,083 5,874 データ更新 データ更新

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 5,343 合　　計 6,083 5,874 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 5,343 6,083 5,874 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.31 0.31 0.31 0.31 0
正職員人件費 2,728 2,697 2,697 2,697 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,071 8,780 8,571 2,697 0
(11)単位費用

1.35千円／ｍ 1.61千円／ｍ 1.6
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

配水管をはじめとした水道施設は貴重な資産であると共に、浄水を供給するための重要な施設である。これらの水道施設 ●①事前確認での想定どおり
に係るデータを一元的に管理することにより、工事実施計画や防災対策などの水道事業計画に効率よく利用出来る。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

概ね、想定どおりであった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 管路施設に係る資産管理や整備計画、事故対応等の業務につ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 いてシステムのデータ更新は不可欠であり、水道供給事業体
□その他 　促進された が維持すべき事業であるため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(ｍ) 目標値(b)(ｍ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ｍ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5,973 5,449 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

概ね、計画どおりの施行であった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5,348 98.15
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,780 △709 8,571 97.62
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

　緊急対応分の延長が未実施であったため。

△8.78

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 62.06

ｍ 10万円 62.4 100.55

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
管路施設に係る資産管理や整備計画、事故対応等の業務について、システムのデータ更新は不可欠のことから事業の優先度は高く、現状どおり
推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 912 課コード 0902 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・工務課

個別事業 管路情報管理システム運用 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.31 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,780 千円 (うち人件費 2,697 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施設 導・送・配水管網や取水井・浄水場内施設の情報をデー



管理を行い安全な水を安定的に供給する。
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
浄水場施設の保守点検及び修繕等の維持管理を行う。 ・浄水場機械警備(通年)・高圧盤清掃(10,12,2月)・湖北台浄水場外周Ｕ字溝清掃(偶数月)・12号取水井テ
１．設備の保守点検 レビカメラ調査(9月)・13号取水井テレビカメラ調査(10月)・自家用電気工作物保安管理(隔月)・非常用発
２．水槽及び施設の清掃等維持管理 当該年度 電機賃借(通年)・浄水場施設修繕(通年)・ろ過原水ポンプ井水位計修繕(7月)・湖北台浄水場3号配水ポンプ
３．設備の修繕 執行計画 盤修繕(5月)

(3)事業内容 内　　容

浄水場維持管理業務終了件数 想定値 10当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 7

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 浄水場施設の適正な維持管理 直接 浄水場無事故割合（（浄水場数－浄水場停止事故件数）／浄水場数） ％ 100 100

令和 3年度 浄水場施設の適正な維持管理 直接 浄水場無事故割合（（浄水場数－浄水場停止事故件数）／浄水場数） ％ 100

令和 4年度 浄水場施設の適正な維持管理 直接 浄水場無事故割合（（浄水場数－浄水場停止事故件数）／浄水場数） ％ 100

多種多業種にわたる業務について、それぞれの関係法令を遵守し、浄水場機能に支障をきたすことなく効率的に業務を実施する
(7)事業実施上の課題と対応 ことが必要となる。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

浄水場機械警備 2,355 浄水場機械警備 2,376 2,376 浄水場設備維持管理業務 11,481 浄水場設備維持管理業務 11,481
高圧盤清掃 281 高圧盤清掃 281 281
着水井清掃 2,224 湖北台浄水場外周Ｕ字溝清掃 119 119
洗浄排水槽清掃 731 12号取水井テレビカメラ調査 3,144 0
湖北台浄水場外周Ｕ字溝清掃 118 13号取水井テレビカメラ調査 3,144 0
除草作業 575 自家用電気工作物保安管理 1,977 1,977
浄水場清掃 676 非常用発電機賃借 1,228 1,228

実施内容 植木剪定 3,322 浄水場施設修繕 5,500 192
自家用電気工作物保安管理 1,977 ろ過原水ポンプ井水位計修繕 405 0

(8)施行事項
費　　用 非常用発電機賃借 1,217 湖北台浄水場3号配水ポンプ盤修繕 1,441 1,199

浄水場施設修繕 7,700
No.4ろ過原水ポンプ整備 7,480
白山末端圧力局圧力伝送器移設 1,458
9号取水井浚渫 6,449
11号取水井浚渫 7,711
水質監視装置保守 1,890
活性炭再生及び交換 16,649
妻子原浄水場受変電保守 7,370
消防設備保守 272
無線電話保守 238

予算(決算)額 合　　計 70,693 合　　計 19,615 7,372 合　　計 11,481 合　　計 11,481
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 70,693 19,615 7,372 11,481 11,481

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.56 0.56 0.56 0.56 0
正職員人件費 4,928 4,872 4,872 4,872 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 75,621 24,487 12,244 16,353 11,481
(11)単位費用

3,781.05千円／件 2,448.7千円／件 1,749.14
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民の日常生活に欠くことのできない安全な水を安定的に供給するための必須となる事業である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

安全な水を安定的に供給するためには既存設備の適正な維持管理が必要なため

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道法で水道施設の維持管理は地方公共団体の責務となって

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 いるため
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

入札不調（テレビカメラ調査）や包括業務受託者による修繕（水位計修繕）で実
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 70 70

施しなかった事業があったため
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 24,487 51,134 12,244 50
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

入札不調（テレビカメラ調査）や包括業務受託者による修繕（水位計修
繕）で実施しなかった事業があったため

67.62

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 入札不調（テレビカメラ調査）や包括業務受託者による

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 修繕（水位計修繕）で実施しなかった事業があったため

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.41

％ 10万円 0.57 139.02

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
安全で安心な水を供給していくために施設の保守・修繕等の維持管理は必要不可欠である

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1821 課コード 0902 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・工務課

個別事業 浄水場施設の維持管理業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.56 人）
(1)事業概要

(当　初) 24,487 千円 (うち人件費 4,872 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施設 浄水場施設の適切な維持



の安定確保や施設 経年劣化が進んでいる基幹管路（重要給水施設に至るルート）の計画的な更新を実施することにより耐震性
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的 に優れた基幹管路網を構築し、更に安心・安全で安定した水供給が可能となる強固な水道施設運用を確立す
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。 る。
重要給水施設管路のうち、応急給水設備を設置するが災害用対策井戸を有しない市内小学校10校への配水ル 「重要給水施設管路基礎調査業務委託（2019委02）」の資料を基に、基幹管路（重要給水施設に至るルート
ート（浄水場内配管も含む）を基幹管路と再定義し、我孫子市耐震化計画に優先順位を付け耐震化を進める ＋導水管）の耐震化に向けた基本設計を行い、工事実施設計の基となる設計思想（工法・工期・コスト等）
ことで、具体的かつ効果的な地震災害に強い基幹管路網を構築する。 当該年度 を確立する。

執行計画 ①配水管L=6,720m　②導水管L=3,140m　③浄水場内管路
(3)事業内容 内　　容 総延長L=9,860m

基幹管路耐震化基本設計延長距離（ｍ） 想定値 9,860当該年度
単位 ｍ

活動結果指標 実績値 10,610

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 基幹管路（重要給水施設に至るルート）更新工事の基本設計を実施する。 直接 基幹管路耐震化基本設計延長距離（ｍ） ｍ 6,720 9,860

令和 3年度 基幹管路（重要給水施設に至るルート＋導水管）の耐震化に向けた工事実施設計を行い、次年度以降からの工事施行に必要な設 直接 基幹管路耐震化基本設計延長距離（ｍ） ｍ 9,860
計図書を作成する。

令和 4年度 基幹管路（重要給水施設に至るルート＋導水管）を耐震・耐食性に優れた管材に布設替えし、地震災害に強い管路網を構築する 直接 基幹管路・更新布設替延長距離（ｍ） ｍ 640
。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

重要給水施設管路基礎調査業務委託 5,434 基幹管路基本設計業務委託 13,354 9,900 基幹管路実施設計業務委託 基幹管路更新・耐震化工事
重要給水拠点及び配水ルート システム 709 基幹管路実施設計業務委託

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 6,143 合　　計 13,354 9,900 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,143 13,354 9,900 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.16 1.16 1.16 1.16 0
正職員人件費 10,208 10,092 10,092 10,092 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 16,351 23,446 19,992 10,092 0
(11)単位費用

2.43千円／ｍ 2.38千円／ｍ 1.88
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

ライフラインとして重要である水道管路施設は、法定及び学術的指針による更新時期(埋設後30～40年)を迎えているもの ●①事前確認での想定どおり
が増大してきている。現在までも計画的に劣化状況(漏水発生）や経年度などから更新を行ってきたが、昨今の災害発生( ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 東日本大震災、原発事故に伴う放射能流出による水質事故、ホルムアルデヒド流出による大規模断水）の経験を踏まえ、 ○要
   背景は？(事業の必要性) 浄水場施設とともに上水供給に重要な基幹管路の早期耐震化にも向け、迅速な事業着手を行うことにより災害にも耐えう ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

る強靭な施設を構築する必要がある。 概ね、計画どおりの施行であった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道供給事業体が計画的に遂行する事業であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(ｍ) 目標値(b)(ｍ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ｍ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
6,720 9,860 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画どおり発注し、年度内に完了確認した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 10,610 107.61
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 23,446 △7,095 19,992 85.27
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

競争入札で受託者を決定したため。

△43.39

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 競争入札により、想定より安価に事業を遂行できた。。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 42.05

ｍ 10万円 53.07 126.21

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
水の安定供給には基幹管路の計画的な更新(布設替え)が必要であることから、事業の優先度は高く現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2037 課コード 0902 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 施設の耐震化と水運用機能の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 水道局・工務課

個別事業 基幹水道管路の更新改良・耐震化 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.16 人）
(1)事業概要

(当　初) 23,446 千円 (うち人件費 10,092 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源



水道
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
安定した水源の確保を行い、安全な水を安定的に供給する。 取受水計画の策定（11月）

北千葉受水量申し込み（9月）
当該年度 取水量、受水量、配水量及び末端圧力等浄水場の運転状況を管理する。（通年）
執行計画

(3)事業内容 内　　容

安定供給日数 想定値 365当該年度
単位 日

活動結果指標 実績値 365

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 安定した水源の確保 直接 水源余裕率（（確保している水源水量／一日最大配水量）-１）×１ ％ 36 35
００　　（水道事業ガイドラインに基づく業務指標１００２）

令和 3年度 安定した水源の確保 直接 水源余裕率（（確保している水源水量／一日最大配水量）-１）×１ ％ 35
００　　（水道事業ガイドラインに基づく業務指標１００２）

令和 4年度 安定した水源の確保 直接 水源余裕率（（確保している水源水量／一日最大配水量）-１）×１ ％ 45
００　　（水道事業ガイドラインに基づく業務指標１００２）

渇水時にも安定して水を供給するための水源確保が必要となる。
(7)事業実施上の課題と対応 また、取水量と受水量は費用面及び運用面の双方から最も効率の良い比率を検討する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

取・受・配水の計画及び管理 0 取・受・配水の計画及び管理 0 取・受・配水の計画及び管理 0 取・受・配水の計画及び管理 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.66 0.66 0.66 0.66 0
正職員人件費 5,808 5,742 5,742 5,742 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,808 5,742 5,742 5,742 0
(11)単位費用

15.91千円／日 15.73千円／日 15.73
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民の日常生活に欠くことのできない水を安定的に供給することは水道事業者において必須のものである。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

安定した水の供給は市民の生活に欠かせないため

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水の適正かつ合理的な使用に関し、必要な対策を講じること

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が地方公共団体の責務となっているため
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
36 35 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

北千葉受水申込水量は増加したが地下水量に変動はなく、想定範囲であったため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 36 102.86
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,742 66 5,742 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.61

％ 10万円 0.63 103.28

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
適正な取水・受水・配水管理は、水の安定供給に欠かせないことから現状どおり推進していく

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2140 課コード 0902 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・工務課

個別事業 適正な取受配水管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.66 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,742 千円 (うち人件費 5,742 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施設 将来にわたり安定して供給できる


